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弁護士が精選！ 重要労働判例 - 第457回　楽天モバイル（外

国籍労働者の国内勤務拒否に基づく合意解約の有効性）事件

楽天モバイル（外国籍労働者の国内勤務拒否に基づく合意解約の有効性）事件（東京地裁　令7.6.5判

決）

日本国内での勤務を拒否する外国籍労働者との労働契約の合意解約が有効とされた事例

掲載誌：労判1343号27ページ 、労経速2601号3ページ

※裁判例および掲載誌に関する略称については、こちらをご覧ください

1　事案の概要

　本件は、原告である外国籍労働者Xが、被告であるY社との間で締結された労働契約に基づき、Y社に対

し、労働契約上の権利を有する地位にあることの確認などを求め、また、Y社は、XとY社との間の労働契約

は令和4年7月に合意解約等により終了していると主張して、Xの上記請求を争った事案である。

［1］本判決で認定された事実の概要

（1）労働契約の締結とコロナ禍でのY社の外国人材のつなぎ留め

　Xはインド共和国国籍の技術者であり、Y社との間で令和2年3月5日ごろ、採用通知書兼雇用契約書（以

下、本件契約書①）において雇用開始日を同年6月1日、就業場所を東京（Y社本店所在地）とする労働契約

（以下、本件労働契約）を締結した。

　本件労働契約を締結した時点では、同契約の内容として、Xが上記開始日までに日本に入国することが想定

されていた。

　令和2年4月以降、日本政府による新型コロナウイルス感染症の水際対策の強化として、インドを含む海外

から日本への渡航が制限されたことから、Xは開始日までに日本に入国できなかった。

　Y社は、渡航制限により日本での勤務ができなくなった外国人材をつなぎ留めるため、Xを含む外国人材に

対し、インド法人における一時的勤務について案内した。この一時的勤務とは、渡航制限が解除された際に

は日本での勤務を開始することを前提に、それまでの間における一時的な措置として、Y社のインドにおける
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関連会社であるA社等からの業務委託者としてリモートワークでY社のプロジェクトに従事するというもので

あった。

　Xは、Y社からの上記案内を受けて、令和2年6月1日ごろ、A社との間で、コンサルティングサービス契約

（以下、本件コンサルティング契約）を締結した。本件コンサルティング契約は、XがA社に対してプロジェ

クトマネージャーとしてのサービスを提供し、A社がXに対し1カ月につき40万インドルピーのコンサルティ

ング料を支払うというものであり、その期間は同日から6カ月（令和2年11月30日まで）とされていた。

　なお、A社は、Y社の親会社の子会社でありアジアにおける事業を統括するB社の子会社であり、Y社とA社

との間には直接の資本関係はない。

（2）日本勤務の再合意と、Xが来日できなくなった事情、およびその後のA社とY社のやりとり

　新型コロナウイルス感染症の水際対策の緩和を受け、両者は令和4年4月29日、改めて雇用契約書（以下、

本件契約書②）を締結し、日本での勤務開始日を「令和4年8月15日」とした。

　Xは、渡航直前の同年7月14日、同人の母が危篤となり集中治療室に入院したことから、Y社の人事部担当

者Cに対しその旨をメールで伝え、また「X母が重篤な病気で入院している間にXが本邦へ渡航することは難

しいため、本邦への渡航を1か月又はそれ以上ほど遅らせ、引き続きインドで勤務することができないか。」

とのメールを送信した（以下、本件Xメール①。編注：メールは英文で記載。以下同じ）。これに対し、C

は、同月19日、Xに対し、「ご自分の上司に相談し、RMI（判決注：Y社の意。以下において同じ。）への入社

日を後日に延期する必要があることを伝えてください。」と送信した（以下、本件Y社メール①）。

　同日、Cは、Xに社内協議の結果として「残念ながらRMIへのあなたの入社日を後日に延期することはでき

ません。あなたは、予定通り8月15日に入社するか、あるいは今回のオファーをご辞退いただく必要があり

ます。明日の就業時間終了までに最終的な判断をしていただき、当社までご連絡ください。」とのメールを送

信した（以下、本件Y社メール②）。

　Xは、上記メールに対し、「可能であれば、私はインドに期限なく留まり、D社に異動することを要望しま

す。」と回答した（以下、本件Xメール②）。

　同月20日、Cは、Xにメールで、「あなたが日本側の提案を断って8月15日にRMIに入社しないことを了承し

ました。D社への異動については、Eさん、Fさんと別途話をしてください。」と返信し（以下、本件Y社メー

ル③）、これにXは「私の母が病院／集中治療室に入院し、予期せぬ状況が生じたため、RMIに入社できない

ことをお伝えします。私はインドで勤務することになりますので、D社への正式な異動手続を開始していた

だけますか。」とのメールを送信した（以下、本件Xメール③）。

（3）紛争の経緯

　Xは、同年10月12日、A社人事部所属のGから、D社が同年11月1日付でXと新たな雇用契約を締結するため

の手続きを開始した旨をメールで伝えられたが、それ以降にD社からXに対して雇用契約の締結に関する正式

な案内等がされることはなく、同月中には、Xに対し、D社から、コスト削減を理由に採用が見送りとなった

ことが伝えられた。

［2］主な争点

　本件の主な争点は、令和4年7月19日から同月20日ごろまでのXとCとの間のメールのやりとりによって本件

労働契約が終了したか否かである。



2　判断

［1］令和2年6月以降のXとY社の間の法律関係について

　本件コンサルティング契約の内容や締結に至る経緯、Xが従事していた業務の内容等に照らせば、同契約締

結後のインドにおける業務の遂行は、同契約に基づくA社に対する債務の履行であると同時に、本件労働契

約に基づくY社に対する労務の提供という側面を有していたといえ、これを法的な観点から説明するとすれ

ば、XとY社との間において、本件契約書①において定められた労務の内容や勤務地を変更する旨の黙示的合

意が成立したとみる余地があると解される。

　ただし、このような本件コンサルティング契約に基づく業務の遂行は、渡航制限が解除された際には本件

契約書①で合意されていたように日本での勤務を開始することを想定し、それまで外国人材をつなぎ留めて

おくための一時的な措置として講じられたものにとどまる。そして、渡航制限が解除され、本件契約書②に

よって日本における勤務開始日が令和4年8月15日と改めて定められたことからすれば、本件契約書②が締結

された時点において、XとY社との間で、令和4年8月15日以降は日本において勤務することを本件労働契約に

おける労務の内容とする旨の合意がされたと認められる。

［2］本件労働契約の合意解約の成否について

　まず、本件Y社メール②は、Xに対し、令和4年8月15日にY社に入社するか「the offer this time」（今回の

オファー）を断るかの選択を求めたものであり、XとY社の間においては、本件契約書②によって、令和4年8

月15日以降は日本において勤務することが改めて合意されていたことからすれば、本件Y社メール②は、Xに

対し、上記合意のとおり日本での勤務を開始するか、上記合意を破棄して本件労働契約を終了させるかの選

択を求めたものであると認められる。

　このように、本件Y社メール②は、Xの意向によっては本件労働契約の解除もやむを得ないとの考えを前提

に、Xに対して本件労働契約を存続させる意思があるか否かについて回答することを求めたものであり、合意

解約の意思表示（申し入れ）に当たる。

　次に、Xは、本件Y社メール②に対する返信として本件Xメール②を送信し、期限なくインドにとどまりD社

に異動するという希望を述べているが、このようなXの希望内容は、本件契約書②において合意された労務の

内容である日本での勤務を履行しないことにほかならず、上記合意の内容と両立し得ないものである。

　そして、本件Xメール②に先立つ本件Y社メール②では、日本での勤務開始日を遅らせることは認められな

いというY社の意向が明確に述べられていたから、Xが希望するD社での勤務を実現させるには本件労働契約

を破棄するほかない状況であったことから、本件Xメール②には、その前提として、本件労働契約を終了させ

るというXの意向が含意されていると認められる。

　また、その後、Xは、Y社から、Xが日本のオファーを断って令和4年8月15日にY社に入社しないことを了承

する旨が記載された本件Y社メール③を受け取っている。この本件Y社メール③は、本件Y社メール②と併せ

て読めば、XがY社の提示した二つの選択肢のうち本件労働契約の終了を選択したというY社の認識を示した

ものであると認められるところ、Xは、この本件Y社メール③に対して特に異議を述べるなどはしておらず、

むしろ、Gに対して、Y社に入社することができなくなった旨を述べている（本件Xメール③）。

　そして、Xは、これ以降、X母の退院後を含め、日本への入国や日本での勤務に向けた行動をとっておら



ず、Y社に対し日本での勤務の開始時期等に関する問い合わせも行っていない（XがY社に対して日本での勤務

を再び要望したのは、D社への入社が困難となった同年11月のことであった）。これらのXの言動は、Xにおい

て本件労働契約が終了したという認識を有していたことを示すものといえる。

これらの事情に照らせば、本件Xメール②は、本件労働契約の合意解約を承諾する旨の意思表示をしたも

のであると認められる。

以上のとおり、本件Y社メール②および本件Xメール②について合理的に意思解釈すれば、XとY社との間で

本件労働契約を合意解約することについて意思表示が合致したと認められるから、これによって本件労働契

約は合意解約されたといえる。

3　実務上のポイント

　本判決は、新型コロナウイルス感染症による渡航制限という極めて特殊な状況下でのグローバル採用にお

ける「日本への入国・勤務」という合意の重みを確認したものである。

この裁判例からすれば、特殊事情によりリモートワークという暫定運用が長期間続いたとしても、最終的

な契約の本旨（勤務地）を明確に合意しておくことが、労働者に来日して勤務してもらう場合の防御線とな

る。

また、労働者が契約の本旨と相いれない条件（無期限のリモート継続等）を提示した場合、それが「合意

解約の承諾」とみなされ得るという法的リスクを示した点でも、実務上極めて重要な示唆を与える判例とい

える。
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